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 （４） 農 道 の 整 備 ・ 保 全 対 策 

基盤整備係（一覧に戻る） 

農 山 漁 村 

交付金事業名 
農地整備（農地整備事業 通作条件整備 一般農道整備） 

補助事業名  

事 業 主 体 県       営  ・  団    体    営 

事 業 内 容 １．一 般 型  …幹線から末端耕作道までの農道網の整備 

２．樹園地等型  …樹園地、野菜指定産地における畑地を主体とした農用地における農道の整備 

３．農業集落間型  …農業の生産条件が不利な地域における農業集落を結ぶ農道の整備 

４．保全対策型  …農林水産省所管事業により農道として造成された路線、ふるさと農道緊急整備事業により

造成された路線及び、地域再生法に基づき農道として造成された路線の点検診断、機能

保全対策面からの更新整備、農道機能強化対策面等からの整備水準の向上を図る保全

対策 

※事 業 主 体  …上記 1～３は県、４については県、市町村 
要 件 県道又は幹線市町村道の路線若しくは区間又は機能と整備される農道のそれとが重複しない範囲において実

施 

１～３の実施に当たっては、地域における農業振興のために必要な通作条件整備の内容と、本事業と関連を

有し、効果的な実施により通作条件の改善に資する農地整備、農業関連施設等との関連事業について取りま

とめた「通作条件整備計画」 を県が作成する。４の実施に当たっては、個別施設毎の具体の対応方針を定め

た「個別施設計画」が策定されていること。ほか、以下の要件による 

１．一般型 

（１）受益面積が概ね 50ha 以上（振興山村、過疎地域、半島振興対策実施地域又は指定棚田地域の場合は

概ね 30ha 以上） 

（２）総事業費が５千万円以上 

（３）全幅員が概ね 4.5m 以上（同上指定及び特別豪雪地帯、急傾斜地帯の場合は概ね 4.0m 以上） 

２．樹園地等型は１．の（１）要件を満足し、かつ、次に掲げる農道網の整備 

（１）１．の（２）及び（３）適合する幹線農道 

（２）全幅員が概ね 3m 以上の支線農道 

（３）全幅員が概ね 2m 以上の末端耕作道 

（４）総延長が概ね 500m 以上の軌道等運搬施設（樹園地主体の農用地のみ） 

３．農業集落間型は、事業を実施する地域に含まれる少なくとも１つの農業集落が、離島、振興山村、過疎地

域、半島振興対策実施地域、特定農山村地域、又は指定棚田地域それらに準ずる地域又は、林野率が

50%以上かつ主傾斜が概ね 100 分の 1 以上の農用地の面積が当該地域の全農用地の 50%以上を占める地

域に含まれること。 

  また、通作圏の拡大による経営規模拡大等の農業構造改善、既設農道や農業関連施設等の利用拡大、農

業集落の農家・住民等の農村環境の改善に資する計画路線であって、次の要件に適合するもの 

（１）受益面積が概ね 30ha 以上 

（２）総事業費が５千万円以上 

（３）車道幅員が概ね 4m 以上 

なお、関係住民の参加意識の向上と計画への合意形成のため、土地改良法の手続きを行い実施する。 

４．保全対策型について、農道を管理する市町村長等は、「保全対策基本方針」を作成し、県知事の承認を得

て、地方農政局長に提出、ただし、市町村長等の要請により、対象区域、内容等を勘案し、県が基本方針を

作成する場合は、作成後、県知事が提出 

  このほか、以下の要件による、ただし、点検診断についてはこの限りでない 

（１）受益面積の合計が50ha以上（振興山村、過疎地域、半島振興対策実施地域の場合は概ね30ha以上） 

（２）総事業費の合計が３千万円以上 
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実 施 要 綱 農山漁村地域整備交付金実施要綱 

実 施 要 領 農山漁村地域整備交付金実施要領、別紙 1 

交 付 要 領 農山漁村地域整備交付金交付要綱 

交 付 率 

 

 

 

 

 

 

 

 

区           分 国 県 その他 

内     地 

一 般 型 50 未定 未定 

樹 園 地 型 50 未定 未定 

保 全 対 策 型 （ 県 営 ） 50 25 25 

保全対策型（団体営） 

【 県 営 造 成 施 設 ※１ 】 
50 25 25 

保全対策型（団体営） 

【団体営造成施設※２】 
50 10（20） 40（30） 

保全対策型（団体営） 

【 点 検 診 断 ※ ３ 】 
50 ０ 50 

離     島 

一 般 型 55 未定 未定 

樹 園 地 型 55 未定 未定 

保 全 対 策 型 （ 県 営 ） 55 22.5 22.5 

保全対策型（団体営） 

【 県 営 造 成 施 設 ※１ 】 
55 22.5 22.5 

保全対策型（団体営） 

【団体営造成施設※２】 
55 15 30 

保全対策型（団体営） 

【 点 検 診 断 ※ ３ 】 
55 ０ 45 

農 業 集 落 間 型 50 40 10 

適 用 （１）農業集落間型の農業集落とは、農林業ｾﾝｻｽ規則（昭和 44 年農林省令第 39 号）第 2 条第 4 項に定める農業集落 

（２）交付率の（ ）内は中山間地域に適用 

※１ ： 県営事業により造成された農道施設の整備を実施する場合に適用 

※２ ： 団体営事業により造成された農道施設の整備を実施する場合に適用 

※３ ： 農道施設点検診断を実施する場合に適用 
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 基盤整備係（一覧に戻る） 

 

農 山 漁 村 

交付金事業名 
農地整備（農地整備事業 通作条件整備 基幹農道整備） 

 補助事業名  

事 業 主 体 県       営  ・  団    体    営 

事 業 内 容 

 

 

 

１．一 般 型 …農業の近代化又は農業生産物の流通の合理化を図るため重要かつ農村環境の改善に資す

る農道網の基幹となる農道の整備 

２．保 全 対 策 型 …既設の農道の点検診断、機能保全対策面からの更新整備、農道機能強化対策面等からの整

備水準の向上を図る保全対策 

※ 事 業 主 体 …上記１は県、2 については県、市町村 

要 件 

 

 

 

 

 

県道又は幹線市町村道の路線若しくは区間又は機能と整備される農道のそれとが重複しない範囲において実施 

１．一般型 

一般型の実施に当たっては、地域における農業振興のために必要な通作条件整備の内容と、本事業と関連を

有し、効果的な事業実施により通作条件の改善に資する農地整備、農業関連施設等との関連事業について取り

まとめた「通作条件整備計画」を県が作成する。２の実施にあたっては、個別施設毎の具体の対応方針を定めた

「個別施設計画」が策定されていること。ほか、以下の要件による。 

（１）受益面積が概ね 50ha 以上（振興山村、過疎地域、半島振興対策実施地域又は指定棚田地域の場合は、

概ね 30ha 以上） 

（２）総事業費が 1 億円以上 

（３）車道幅員が概ね 4m 以上（離島、振興山村、半島振興対策実施地域又は指定棚田地域の場合は概ね 3m

以上） 

（４）自動車交通量の過半が農業に係るもの 

２．保全対策型 

保全対策型について、農道を管理する市町村長等は、「保全対策基本方針」を作成し、県知事の承認を得て、

地方農政局長に提出、ただし、市町村長等の要請により、対象区域、内容等を勘案し、県が基本方針を作成する

場合は、作成後、県知事が提出 

  このほか、以下の要件による、ただし、点検診断についてはこの限りでない 

（１）受益面積の合計が 50ha 以上（振興山村、過疎地域、半島振興対策実施地域又は指定棚田地域の場合

は概ね 30ha 以上） 

（２）総事業費の合計が３千万円以上 

  既設の農道とは、農林水産省所管事業により農道として造成された路線、ふるさと農道緊急整備事業

により造成された路線及び、地域再生法に基づき農道として造成された路線をいう。 

実 施 要 綱 農山漁村地域整備交付金実施要綱 

実 施 要 領 農山漁村地域整備交付金実施要領、別紙 1-1 及び別紙 1-2 

交 付 要 綱 農山漁村地域整備交付金交付要綱 

交 付 率 

 

区           分 国 県 その他 

内     地 

一 般 型 50 40 10 

保 全 対 策 型 （ 県 営 ） 50 25 25 

保 全 対 策 型 （ 団 体 営 ） 50 0 50 

離     島 

一 般 型 55 45 0 

保 全 対 策 型 （ 県 営 ） 55 22.5 22.5 

保 全 対 策 型 （ 団 体 営 ） 55 0 45 

適 用 

 

（１）保全対策型において、個別施設計画の策定、定期点検の実施が可能 

（２）保全対策型（団体営）については、15m 以上の橋梁及びトンネルの点検診断・個別施設計画の策定のみ実施

が可能。 



- 94 - 

基盤整備係（一覧に戻る） 

事 業 名 農村整備事業 （ 農道・集落道整備事業 ） 

事 業 主 体 県       営  ・  団    体    営 

事 業 内 容 

 農業生産性の向上と農産物流通の合理化を図るための農道又は農道等を補完し、主として農業機械の運行等

の農業生産活動、農産物の運搬等に供する集落道の整備等を行う。 

 

(1) 〔強靱化型〕 

既設の農道又は集落道について、個別施設計画等に基づく更新整備、保全対策、耐震対策又は再編に伴う

路線の変更又は撤去 

(2) 〔高度化型〕 

農業生産性の向上、農産物の輸送コスト削減のための既設の農道又は集落道の改良 

(3) 〔調査計画策定〕 

(1),(2)の事業の施工に必要な調査及び事業計画の策定 

採 択 要 件 

１． 農村インフラ整備計画の作成 

本事業を実施しようとする者は、農村の持続性の向上を図るための、農村インフラの再編・集約、災害対策、

維持管理の効率化、農業生産性の向上等への対応方針等の事項を記載した「農村インフラ整備計画」を作成

すること 

 

２． 強靱化型の個別要件 

(1) 個別施設計画が策定されており、かつ、次の(ｱ)、(ｲ)、(ｳ)、(ｴ)のいずれかに該当すること 

(ｱ)受益面積が概ね50ha以上（振興山村、過疎地域、半島振興対策実施地域、離島又は指定棚田地域の場

合は 

概ね 30ha 以上)、かつ、車道幅員が概ね 4m 以上（振興山村、半島振興対策実施地域、離島又は指定棚田

地域の場合は概ね 3m 以上） 

(ｲ)地域防災計画で避難路等に指定されている道路及び当該道路に接続するなど避難、救護活動等への影

響が大きいもの 

(ｳ)主要道路・鉄道の跨線橋、跨道橋など人命、財産等への影響が大きいもの 

(ｴ)施設の再編・集約を行うもの 

(2) 総事業費が概ね 3,000 万円以上（(1)の(ｲ)、(ｳ)、(ｴ)に該当する場合は 800 万円以上） 

 

３． 高度化型 

(1) 事業完了時点において、農村インフラ整備計画で定めた農業生産性の向上等に関する目標の達成が確実

と見込まれること 

(2) 総事業費が概ね 3,000 万円以上 

 

４． 調査計画策定 

２又は３で定める採択要件を満たす施設を対象としていること 

 

【用語の定義】 

 ・既設の農道 

   農業農村整備事業等農林水産省所管事業により農道として造成された路線、地方単独事業であるふるさと農

道緊急整備事業により造成された路線及び地域再生法（平成17年法律第24号）に基づき農道として造成された

路線。 

 ・集落道 

   主として農業機械の運行等の農業生産活動及び農産物、農業資材等の運搬に供するもののうち、農業振興

地域内に介在又は隣接する農業集落に係るもので、当該地域と有機的かつ密接に連携する道路。 

実 施 要 綱 農村整備事業実施要綱 

実 施 要 領 農村整備事業実施要領 別紙２（農道・集落道整備事業） 

交 付 要 綱 土地改良事業関係補助金交付要綱 

補 助 率 

区   分 国 県 その他 

強靱化型 

既設の農道（県営）  50 未定 未定 

既設の農道（団体営）  

【県営造成施設※１】 
50 25 25 

既設の農道（団体営）  

【団体営造成施設※２】 
50 10（20） 40（30） 

集落道 50【55】 未定 未定 

高度化型 
既設の農道 50 未定 未定 

集落道 50【55】 未定 未定 

調査計画策定（県営） 50 未定 未定 
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調査計画策定（団体営） 

【県営造成施設※１】 
50 25 25 

調査計画策定（団体営） 

【団体営造成施設※２】 
50 10（20） 40（30） 

適 用 

（１）補助率の【 】内は振興山村、半島振興対策実施地域、過疎地域、特定農山村地域、指定棚田地域、離島及

び水源地域対策関連事業に該当するものに適用 

（２）補助率の（ ）内は中山間地域に適用 

※１ ： 県営事業により造成された農道施設の整備を実施する場合に適用 

※２ ： 団体営事業により造成された農道施設の整備を実施する場合に適用 
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基盤整備係（一覧に戻る） 

 

 

 

 

 

事 業 名 農村整備事業 （ 計画策定等事業 ） 

事 業 主 体 団    体    営 

事 業 内 容 

 本事業を実施しようとする者が作成する「農村インフラ整備計画」で示した検討方針及び整備方針に基づき、点

検・診断、調査、施設の再編・集約、維持管理の効率化等の検討及び計画の策定を行う事業。  

 

(1) 〔施設計画策定事業〕 

施設の再編・集約、維持管理の効率化・適正化、農業生産性の向上等を目的とした農道・集落道整備事業

の実施に必要な地域の諸条件等の調査及び技術的検討を行い、当該事業に必要な整備方針の策定を行う 

 

(2) 〔機能保全計画策定事業〕 

既設の農道又は集落道の機能保全計画の策定を行う 

（ 策定に必要な当該施設の点検・機能診断、老朽化対策・災害対策等の検討を含む ） 

 

採 択 要 件 

１． 農村インフラ整備計画の作成 

本事業を実施しようとする者は、農村の持続性の向上を図るための、農村インフラの再編・集約、災害対策、

維持管理の効率化、農業生産性の向上等への対応方針等の事項を記載した「農村インフラ整備計画」を作

成すること 

 

２． 施設計画策定事業を実施する場合 

1) 当該事業費が２００万円以上であること 

2) 施設計画策定事業計画を作成すること 

 

３． 機能保全計画策定事業を実施する場合 

農村整備事業（農道・集落道整備事業）の採択要件部分に記載の 1 から３までに定める採択要件を満たす施

設を対象としていること 

 

実 施 要 綱 農村整備事業実施要綱 

実 施 要 領 農村整備事業実施要領 別紙６（計画策定等事業） 

交 付 要 綱 土地改良事業関係補助金交付要綱 

交 付 率 

区   分 国 県 その他 

施設計画策定事業 
100（上限額なし） 0 0 

機能保全計画策定事業 

適 用  


